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夏期の電力需給対策に伴う企業の就業時間等の変更に対応した延長保育事業、 
休日保育事業及び家庭的保育事業の実施にあたっての具体的方策について 

 
 
 「夏期の電力需給対策に伴う企業の就業時間等の変更に対応した延長保育事業、休

日保育事業及び家庭的保育事業の実施について」（平成２３年５月１８日雇児保発０

５１８第１号）をうけて、延長保育事業、休日保育事業及び家庭的保育事業について

は、下記のとおり利用者のニーズを把握するとともに、実施体制を確保願いたい。 

 
１ 利用者のニーズの把握について 
  市町村において、保育所等を通じて、保護者のニーズを聴取するなどの方法によ

り、可能な限り延長保育事業、休日保育事業及び家庭的保育事業の需要量を把握す

る。 

 
２ 実施体制について 
（１）延長保育事業 
   ・既に延長保育を実施している保育所において、更に保育時間を延長 
   ・延長保育を実施していない保育所において、期間中のみ延長保育を実施 
   等、利用者のニーズに応じて、市町村において必要な実施体制を確保すること。 
（２）休日保育事業 
   ・既に休日保育を実施している保育所等を利用 
   ・休日保育を実施していない保育所等において、期間中のみ休日保育を実施 
   等、利用者のニーズに応じて、市町村において必要な実施体制を確保すること。 
（３）家庭的保育事業 
   ・保護者の就業時間変更等にあわせて、家庭的保育者による保育時間を変更す

る等、利用者のニーズに応じて実施体制を確保すること。なお、家庭的保育者

による対応が困難な場合は、連携保育所の協力や延長・休日保育の実施により

実施体制を確保すること。 

 



３ 職員配置について 
   保育時間が早朝・夜間及び休日となることが想定されるため、これに対応でき

るよう保育士等（家庭的保育事業における家庭的保育者を含む）の確保をお願

いしたい。 
   職員配置については、「保育対策等促進事業の実施について」（平成 20 年 6 月

9 日雇児発第 0609001 号）に基づき保育士等を配置すること。 
  ※延長保育については（別添６）延長保育促進事業実施要綱５（２）、休日保育

については（別添２）休日・夜間保育事業実施要綱１（４）②、家庭的保育事

業については（別添４）待機児童解消促進等事業実施要綱１（１）⑤の職員配

置基準に基づき保育士等を配置すること。 

 
４ その他 

    日本経済団体連合会（以下、「経団連」という。）等から、電力需給対策に伴う

企業の就業時間等の変更に伴い、保育所等による休日における保育について要

望がなされている。 
これにより生じる保育ニーズについては、経団連等から速やかに聴取すること

としており、この旨参考までに申し添える。 
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